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有権者数

(百万円・人）

区分

市町村内
総生産 13,293 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

4000020082015法人番号

一部事務組合加入事業
し尿　運動場　火葬場・斎場　退職手
当　消防賞じゅつ金　交通共済　消
防災害補償　市町村会館管理　滞
納処分等

明治22年４月１日　市制施行
昭和32年６月１日　編入　飯富村　国田村
昭和33年４月１日　編入　赤塚村
平成４年３月３日　 編入　常澄村
平成17年２月１日　編入　内原町

＜概要＞

法適用（上水　公共下
水　特定環境下水　農
業集落排水）
法非適用（宅造　市場
駐車場）

①沿革

都市開発

　首都東京から約100km隔たり、関東平野の北東端に位置
する茨城県の県庁所在地であり、令和２年４月１日からは、
県内初の中核市となった。
　水戸の未来を創っていく全てのこどもたちをまち全体で育
むことに最重点で取り組みながら、豊かな暮らしを実現する
経済発展、だれもが安心して暮らせる環境づくりを進め、
「こども育む　くらし楽しむ　みらいに躍動する　魁（さきが
け）のまち・水戸」の実現を目指している。

②地勢・風土等

億円

（R６.１.１住基人口）

世帯数

⑤老齢人口割合

＜産業・経済＞

117,590

製造品出荷額等

％

第２次

3,676

23,135

男 女

％

％

％

11.5

就業人口（令和２年国調）

計

267,095

市章

＜行政組織＞

〒

類型 中核市

水戸市中央一丁目4番1号

ｋ㎡

〈e-mail〉

029-224-1111

（人）

公営事業
会計関係

全職員数

248

うち一般行政関係

期目58

人人

大津　亮一 高倉　富士男

現議員数条例定数

③職員数（令和５年４月１日現在）

②議会（令和６年５月１日現在）

2,063 1,815

党　派　別

議　　　　長

任　　　　期

副市長

長
任 期

高橋　靖

112,099

－

千円

一般行政職の
平均給料月額

1,307

普通会計関係

④機構図（令和６年４月１日現在）

％152,533

109,578

5,574

270,685

126,223

2,056
女

115,752

①生産・所得（令和３年度）

老齢人口割合

122,598

全職員数
の  推  移

平成２２年
令和3年4月1日令和2年4月1日

人
口

平成２７年

常住人口
区分

令和２年
3,078 百円

268,750

男 132,799

136,224137,984

合計

99.0ラスパイレ
ス指数

2,085

地域手当
補正後

ラス指数

〈 住所 〉
〈 ＦＡＸ 〉〈 ＴＥＬ 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉
029-228-2825

地方公共
団体コ－ド

217.32082015

事業所数

②産業構造

第１次

④有権者数（令和６年３月１日現在）

https://www.city.mito.lg.jp

面積

gyoukaku@city.mito.lg.jp

28 28

自民４人、公明５人、共産３人、立憲民主３人、国民民主１人、維新１人、参政１人、無所属10人

令和9年5月28日

副議長

令和9年5月28日たかはし　やすし

就任回数 4

2,717

（令和４年６月１日）

（令和２年２月１日）

1,162,590

1,329,293

87.5

3,646

従業者数

5,789

97,991

製造業

農業就業人口

239

総額・総数

卸・小売業

2,892

総生産額（令和３年度）

農業

150,965

（R2.1.1～12.31）
事業所数

（R3.1.1～12.31）

農家数

納豆、水戸の梅、のし梅、梅干し、吉原殿中、シェーブル
チーズ、水戸藩らーめん、地酒・梅酒、うなぎ、スタミナらー
めん、あんこう料理、黄門料理、水府提灯

1,568,693

④特産物

25,745

③農業・工業・商業

第３次

－

270

主業農家数

124,018

4,977

（人・百万円）

％79.0

従業者数

年間販売額 

（令和３年６月１日）

9,943

0.4

18.7

2.3 ％

国勢調査

270,783

99.0

130,918

137,832

（令和６年４月１日）

138,148

132,537

27.2225,330

2,062
130,871

令和4年4月1日

③人口・世帯数

公営企業
※令和６年３月31日現在

水戸市（みとし）
地域指定

歳）

小田木　健治/荒井　宰/欠員

①長等（令和６年５月１日現在）

310-8610

＜市長＞－＜副市長＞－
市 長 公 室－　秘書課、政策企画課、交通政策課、デジタルイノベーション課、
      　             みとの魅力発信課
総   務   部－  総務法制課、行政経営課、人事課、財産活用課、
                     市民課
財   務   部－  財政課、契約検査課
－税務事務所－市民税課、資産税課、収税課
市民協働部－　市民生活課、防災・危機管理課、生活安全課、
　　　　　　　　　　文化交流課、スポーツ課、体育施設整備課、男女平等参画課
生活環境部－　環境保全課、衛生事業課、ごみ減量課、廃棄物対策課、
　　　　　　　　    清掃事務所
福   祉   部－　 福祉総務課、生活福祉課、障害福祉課、高齢福祉課、
                    　福祉指導課、介護保険課
こ　ど　も 部－　こども政策課、子育て支援課、幼児保育課
保健医療部
－保健所　 －   保健総務課、保健衛生課、健康づくり課、感染症対策課
                －   国保年金課
産業経済部－　 商工課、観光課、農政課、農業環境整備課、
                    　農産振興課、公設地方卸売市場
建   設   部－ 　建設計画課、道路管理課、道路建設課、生活道路整備課、
                    　河川都市排水課、建築課、土木補修事務所、
                      内原建設事務所
都市計画部－　都市計画課、建築指導課、公園緑地課、市街地整備課、
                     住宅政策課
＜会計管理者＞－会計課
＜消防局長＞－
消   防   局－　消防総務課、火災予防課、消防救助課、救急課
　　　　　　   －  北消防署、南消防署
＜上下水道事業管理者＞－
水   道   部－　水道総務課、経理課、水道整備課、給水課、
　　　　　　     　 浄水管理事務所
下 水 道 部－　下水道総務課、下水道計画課、下水道整備課、
　　　　　　　　　　下水道施設管理事務所
＜教育長＞－
教　育　部　－　教育企画課、学校管理課、学校保健給食課、
                    　学校施設課、生涯学習課、歴史文化財課
　　　　　　   －　中央図書館
－総合教育研究所－教育研究課
＜議会＞
議会事務局－　総務課、議事課
＜行政委員会＞
選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局



2,321

うち繰出金 6.6

0.790

95.5

21.7

うち補助

うち単独

8.1

△ 3.1

19.0

7.8

12,668

9.6

△ 403

投資的経費 1,933

普通建設事業費

＜財政状況＞

6,822,185

①決算収支

歳　　出 133,682,176

区分 令和３年度決算

4,259,081

140,504,361

形式収支

歳　　入

実質収支 6,049,354

うち繰入金

△ 6.2

1.2

25,753

単年度収支

実質単年度収支

令和４年度決算

135,235,114

140,461,271

5,226,157

△ 659,069

2,108,679 △ 1,790,273

7.5

△ 5,798

13.7

△ 7.3

義務的経費

3,993

△ 3,604

10,592

828.9

8.1

地方税

決算額

876

歳　　　入 －

区　　分

△ 1,828うち臨財債 1.9

19,232地方債

32,642

2,656

25.6その他

債務負担行為支出予定額（B) 百万円 [5,022]42,087

[91.0]

149,261

％ ( 350.0 )132.9

9.2

[22.4]

( 25.0 )％

％

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

実質公債費比率 [6.4]

将来負担比率

・普通会計に関する主な指標

[23,061]百万円将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

標準財政規模（令和５年度）

地方債現在高（A)

百万円

財政力指数（令和５年度）

経常収支比率

61,592

[0.667]

％

[8,018]百万円積立金現在高（C)

百万円

[16,430]

[26,058]

184,433

6,915

8,882

-

-

実質赤字比率 (11.25 )％

③主要指標（令和４年度）

連結実質赤字比率

・健全化判断基準

4.8408

(16.25 )

戸 上水道等普及率

％19

か所

％

95.5

(

校34

43,037,319

1

病院・一般診療所

18

体育館

＜公共施設整備状況＞（令和４年度） ※１は令和５年度
　 道路改良率・舗装率は令和３年度

か所

か所幼稚園 ※１

97.8

16,565,260

）9.9

42,089,956

39.3

市町村税合計
（国保除く）

39.4（

16,902,659 98.0

9.6

市町村民税・法人
（構成比）

固定資産税
（構成比）

（

[97.3]

4,057,935

[97.4]

（千円・％）

収入額 徴収率
[  ]は県平均値

）

）

）

市町村民税・個人
（構成比）

97.916,943,195

(

増減率

④市町村税の状況（令和４年度）

区分

40.3

4,250,852

[97.2]

）

プ－ル

校

か所

か所

-

-

構成比

42,090

4,108,789

10,494

23.2

30.0

②主な歳入・歳出（令和４年度）

140,461

国庫支出金

△ 0.0

）40.2

校中学校 ※１1.9

2.1

増減額

194

△ 43

1.2

-

1,865

1,553

△ 4,373

歳　　　出 135,235

△ 40.8

△ 8.8

0.4

32.6その他の経費

19.0

13.1

△ 837

25,753

27.5

9.4

17,779

扶助費

1,933

公債費

68

児童館義務教育学校 ※１

1

人件費

65,613

36,003

2,090

37,242

1,593 9.0

②今後の主要課題・特色ある行政等

か所

3,582

43.2

268

＜主要施策等＞

公民館等

認定こども園 ※１

公営住宅

汚水処理普及率 93.6 ％

（百万円）①主要施策実施状況

％

水戸市民会館等
におけるコンベ
ンション誘致の
推進

-

年額
327

期間名　　称

R５
～

13,024

43,869 10.0

か所

1

99.4

園

老人福祉施設 210

小学校 ※１ 6

か所

24 園

3,092

[98.7]

8

84.4

9.4

△ 15.1

48.4

（百万円・％）

1.5

－

△ 0.0

(（

6

地方交付税

増減率

調定額

17,298,166

道路舗装率

-

（千円・％）

保育所 ※１ 60

図書館

道路改良率

＜主要課題＞
　・子育て世帯の負担軽減、相談・支援の充実、こどもが活動しやすい環境づくり
　・切れ目のない創業・スタートアップ支援、若い世代の「みとリターン」の促進強化
＜特色ある行政＞
　・こどもを生み育てやすい環境づくり（子育て世帯に寄り添った支援、子育て世帯
が安心して働ける環境づくり等）
　・個性を伸ばす教育の推進（水戸スタイルの教育、快適な学習環境の整備等）
　・企業が立地しやすい環境づくり（企業誘致コーディネーターによるきめ細かな支
援、サテライトオフィス立地の促進、新たな誘致先用地の確保等）
　・MitoriOを中心とした新たなにぎわいづくり（水戸市民会館を核としたコンベンショ
ン誘致、水戸芸術館と水戸市民会館の連携による芸術文化の創造・発信等）
　・持続可能な都市構造の構築（都市核の機能強化、公共交通・自転車の利用促
進等）
　・市民一人一人の健康づくり（日頃からの健康づくり、こころの健康づくり等）
　・地域の支えあい，助けあいの推進（地域福祉推進体制の充実等）
　・危機管理・防災対策の充実（市民協働による地域防災の推進等）
　・交通安全・防犯の充実（通学路における歩道整備，空き家・空き地対策等）
　・若者、事業者との共創による地域課題の解決（若者との協働による政策立案、
課題解決型の民官共創の推進等）
　・ゼロカーボン・エコシティの実現に向けた取組の推進（脱炭素型ライフスタイル
の普及促進、ごみの減量化・再資源化の推進等）

「若い世代の移
住・定住加速プ
ロジェクト」の推
進

R６
～

R10

若い世代が挑戦・活躍できるよう、多
様な働く場の創出、シティプロモーショ
ンの充実を図る。

年額
447

R６

学校施設の長寿
命化型大規模改
造事業

33

H27
～

Ｒ５
～

医師修学資金貸
与事業の拡充

医師確保に向けた医師修学資金貸与
事業について、将来の医療ニーズ等
を見据え、現行制度の拡充を図る。

にぎわいの創出、地域経済の活性化
を図るため、水戸市民会館をはじめと
する拠点におけるコンベンション誘致
を推進する。

内　　　容

こどもたちの学習環境の向上を図るた
め、小・中学校施設の長寿命化型大
規模改造を実施する。

概　 算
事業費

年額
4,560

「みとっこ未来プ
ロジェクト」の推
進

中学校給食費の無償化、小学校給食
費の段階的無償化、保育料の軽減等
の経済的負担軽減策の実施、相談・
支援の充実を図る。


